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１．道路の将来像（2040年のビジョン）
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出典：国土交通省 道路局ビジョン（2040、道路の景色が変わる）

2040年のビジョン
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2040年のビジョン
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２．自動運転サービス実証実験の状況

5



実証実験

道の駅等を拠点とした自動運転サービスについて、準備が整った箇所から順次社会実装を推進

29

○主にビジネスモデルの構築

○１８箇所のうち、車両調達の見通しやビジネスモデルの検討状況等を
踏まえて、準備が整った箇所から順次実施

（平成30年度は4箇所、令和元年度は3箇所実施）

長期の実証実験（１～２か月程度）

30

(2017)

Ｈ

年
度

(2018)

○主に技術的検証やビジネスモデルの検討

○全国１３箇所で実施（総走行距離：約2,200km 参加者：約1,400人）

短期の実証実験（１週間程度）

○ 高齢化が進行する中山間地域において、人流・物流を確保するため、物販や診療所などの生活に

必要なサービスが集積しつつある「道の駅」等を拠点とした自動運転サービスの実証実験を実施

将来イメージ

Ｈ

年
度

以
降

※この他、平成30年度に5箇所において、短期の実証実験を実施

中山間地域における道の駅等を拠点とした自動運転サービス 実証実験について
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バスタイプ 乗用車タイプ

①株式会社ディー・エヌ・エー ③ヤマハ発動機株式会社

②先進モビリティ株式会社 ④アイサンテクノロジー株式会社

実験車両

「車両自律型」技術

GPS、IMUにより自車位置を
特定し、規定のルートを走行

（点群データを事前取得）

定員： 6人（着席）

（立席含め10名程度）
速度： 10km/h程度

（最大：40km/h）

「路車連携型」技術

埋設された電磁誘導線からの
磁力を感知して、既定ルートを
走行

定員： ６人

速度： 自動時 ～12km/h 程度
手動時 20 km/h未満

「路車連携型」技術

GPSと磁気マーカ及びジャイロ
センサにより自車位置を特定

して、既定のルートを走行

定員： 20人

速度： 35 km/h 程度
（最大40 km/h）

「車両自律型」技術

事前に作製した高精度３次元
地図を用い、LｉDAR（光を用い
たレーダー）で周囲を検知しな
がら規定ルートを走行

定員： 4人（乗客2人）

速度： 40km/h 程度
（最大50 km/h）

GPS ：Global Positioning System，全地球測位システム IMU ： Inertial Measurement Unit，慣性計測装置
※速度は走行する道路に応じた制限速度に適応

※
※
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中山間地域の道の駅等を拠点とした自動運転サービス実証実験の実施箇所

島根県飯石郡飯南町
（道の駅 赤来高原）

いいしぐん いいなんちょう

熊本県葦北郡芦北町
（道の駅 芦北でこぽん）

あしきたぐん あしきたまち

滋賀県東近江市蓼畑町
（道の駅 奥永源寺 渓流の里）

ひがしおうみし たてはたちょう

栃木県栃木市西方町
（道の駅 にしかた）

とちぎし にしかたまち

北海道広尾郡大樹町
（道の駅 コスモール大樹）

茨城県常陸太田市
（道の駅 ひたちおおた 及び

高倉交流センター）

ひたちおおたし
富山県南砺市
（道の駅 たいら）

なんとし

長野県伊那市
（道の駅 南アルプスむら長谷）

いなし

岡山県新見市
（道の駅 鯉が窪）

にいみし

徳島県三好市
（道の駅 にしいや・かずら橋夢舞台）

みよしし

福岡県みやま市
（みやま市役所 山川支所）

新潟県長岡市
（やまこし復興交流館おらたる）

ながおかし

岐阜県郡上市
（道の駅 明宝）

ぐじょうし

愛知県豊田市
（道の駅 どんぐりの里いなぶ）

とよたし

滋賀県大津市
（道の駅 妹子の郷）

おおつし

山口県宇部市
（楠こもれびの郷）

うべし

【長期の実証実験】
実施期間： Ｈ３０.１１/２～１２/２１
使用車両： ヤマハ

【長期の実証実験】
実施期間： Ｈ３０.１１/５～１１/２９
使用車両： 先進モビリティ

【長期の実証実験】
実施期間： Ｈ３０.１２/９～Ｈ３１.２/８
使用車両： ヤマハ

【長期の実証実験】
実施期間： Ｈ３１.１/２７～３/１５
使用車両： ヤマハ

【長期の実証実験】
実施期間： Ｒ１.６/２３～Ｒ１.７/２１
使用車両： ヤマハ

【長期の実証実験】
実施期間： Ｒ１.５/２１～Ｒ１.６/２１
使用車両： 先進モビリティ

Ｈ３０年度～ ： ８箇所

Ｈ２９～３０年度：１８箇所

（短期の実証実験）

（長期の実証実験）

（社会実装）

Ｒ元年度～ ： １箇所

【長期の実証実験】
実施期間： Ｒ１.１１/１５～１２/２０
使用車両： ヤマハ

山形県東置賜郡高畠町
（道の駅 たかはた）

ひがしおきたまぐん たかはたまち

秋田県北秋田郡上小阿仁村
（道の駅 かみこあに）

きたあきたぐん かみこあにむら

【社会実装】Ｒ１．１１／３０～

令和２年１０月時点

【長期の実証実験】
実施期間： R２.９/１～１０/１０
使用車両： ヤマハ

ひろおぐん たいきちょう
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■走行ルート

■運営体制
道の駅

「かみこあに」

堂川地区

小沢田地区

高齢者生活福祉センター
（社会福祉協議会）

生涯学習センター
村役場

診療所

宿泊交流拠点
（コアニティ）

小沢田
郵便局

小沢田
公民館

集会所

福館地区

地域の協力を得て一般交通が
侵入しない専用区間（一時的）

片道約１.０km

交流センター

自動運転の走行ルート

小沢田・堂川ルート
（往復5㎞、43分）

小沢田・福舘ルート
（往復4㎞、35分）

停留所

小沢田周回ルート
（往復1.9㎞、20分）

延長約4km（片道）

■自動運転車両

○ 開発：ヤマハ発動機株式会社

○ 定員：最大７人

○ 速度：１２km/h 程度

〇 導入台数：１台

○ 運転手：地元の有償ボランティアが対応

走行中は乗車するがハンドル等は操作せず運行を監視

電磁誘導線

＜自動運転の仕組み＞＜使用車両＞

電磁誘導線を敷設
車両を誘導

©NTT空間情報

○ 道の駅「かみこあに」を拠点とした全長４ｋｍのルート

○ 地域の協力を得て、一部区間で期間を限定して一般車両が進入しない
専用区間を確保することで実施

令 和 元 年 １ １ 月 ３ ０ 日 自 動 運 転 サ ー ビ ス 開 始

高齢者の送迎
農作物や日用品等配送※ 等

運営主体

サービス

運行ルート

運行
スケジュール

運賃・運送料

NPO法人 上小阿仁村移送サービス協会

定期便 ： 午前１便
デマンド ： 定期便の隙間の時間、土日

運賃 ： 200円/回

運送料 ： 200円/回※

３ルート

※地域のご意見や運行時期の特性等踏まえながら、運行計画等随時見直し予定。
本紙はR2.6月末時点の情報。

道の駅「かみこあに」を拠点とした自動運転サービスの社会実装

※運送関係については着手時期調整中

看板による周知
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取り組み内容及び主な成果

○道の駅「かみこあに」を拠点とした自動運転サービスの社会実装（2019.11.30～）

使用車両
・ヤマハモータープロダクツ株式会社製
・定員 ７名
・走行速度 12km/h程度
・台数 １台

自動運転の仕組み
・埋設した電磁誘導線に沿って
自動で走行
・ステレオカメラ障害物検知

■自動運転車両

運行ルート 道の駅「かみこあに」を拠点とし、小沢田、福舘、
堂川の３集落を結ぶルート（全長約4km）
小沢田・堂川ルート：往復5㎞/43分
小沢田・福舘ルート：往復4㎞/35分
小沢田周回ルート：往復1.9㎞/20分

運行スケジュール 定期便：午前１便
デマンド便：予約による

運賃 200円／回
※貨物サービスについては着手時期調整中

運営主体 ＮＰＯ法人 上小阿仁村移送サービス協会
自家用有償旅客運送制度による運営

ドライバー 地元の有償ボランティアが対応
（走行中の運行監視と緊急時対応を担当）

■運営体制 ■運行ルート図

自動運転移動サービスの実用化並びに横展開に向けた環境整備
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取り組み内容及び主な成果

○かみこあに社会実装：運行上の課題への対応

地元唯一のコンビニへの路線延伸を検討

事務局を道の駅施設内に移設し、村内IP告
知端末（こあに電話）での予約受付も開始

＜地元ニーズを踏まえた新規路線の開拓＞

＜道の駅との連携強化＞

＜インフラ（電磁誘導線）の維持管理に係る知見の整理＞

■技術的な課題への対応■ビジネスモデル上の課題への対応

• 2017年の施工より3年が経過。場所により
施工箇所に損傷が発生しており、全国の他
の地域への展開にあたり技術的知見を検討
中。

• 除雪作業等による影響の程度について検証
中。

自動運転移動サービスの実用化並びに横展開に向けた環境整備
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道の駅「奥永源寺渓流の里」を拠点とした長期実証実験ルート

【実験車両】 【自動運転区間の構造】

○電磁誘導線を敷設、
実験車両を誘導

○ヤマハ製（６人乗り）

・廃校となった中学校を活用した道の駅で、市
役所出張所や出張診療所などを有する、地
域住民の生活を支える地域拠点
・東近江市が運営するコミュニティバス（ちょこっと
バス）が、7～19時の間に約2～4時間間隔
で1日4～5往復運行しており、貨客混載型の
運用がされている。

【道の駅 奥永源寺渓流の里について】
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取り組み内容及び主な成果

○道の駅「奥永源寺」を拠点とした自動運転サービス（長期実証）（2019.11.15～12.20）

使用車両
・ヤマハモータープロダクツ株式会社製
・定員 ６名
・走行速度 12km/h程度
・台数 １台

自動運転の仕組み
・埋設した電磁誘導線に沿って
自動で走行
・ステレオカメラ障害物検知

■自動運転車両

運行ルート 道の駅「奥永源寺渓流の里」から、黄和田町・
杠葉尾町の集落内を経由し、銚子ヶ口入口まで
を往復するルート(往復4.4km)

ポイント 地方部の自宅から地域拠点までのラストワンマイル
における移動手段の確保
登山や紅葉など、地域内の観光ニーズへの対応

運行スケジュール 定期便：7便（日曜）、6便（その他）

料金 定期券、一日乗車券、回数券、デマンド券等の
多様な料金体系を設定

■実験概要 ■運行ルート図

自動運転移動サービスの実用化並びに横展開に向けた環境整備
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取り組み内容及び主な成果

○奥永源寺（長期実証）：結果概要
■利用状況

○ 216便を運行し、延べ501人（うち地域住民265人）が乗車
※視察・実験関係者・マスコミを除く
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地域住民 観光客等

（人）

■観光客による利用
〇 紅葉シーズンの観光（イベント時来訪者の利用）や登山

口（銚子ヶ口）への移動手段としても活用

銚子ヶ口への登山時の輸送道の駅観光イベントとの連携（12/1実施）

■地域の方による利用

朝市（山里市場）出荷に利用
（毎週日曜に道の駅で開催）

道の駅住民向けサロンへの足として
（12/11実施）

○ 道の駅の朝市への出荷物配送、出張診療所の通院、地
元向けサロンといった道の駅内の施設への訪問に利用

○ 道の駅から、コミュニティバスに乗り継ぎ、市街地への買い
物利用にも活用

観光イベント来訪
者が多数乗車 サロン参加の地域

住民が多数乗車

1回
54%2回

24%

3,4回
8%

5～9回
5%

10回以上
9%

N=86

＜利用回数（地域住民）＞

様々な利用ニーズに応じた
多様な乗車チケットの販売等、
より多くの方が乗車しやすい
運賃体系の検討が必要
（赤来高原でも試行）

高頻度利用者のニー
ズに即した料金体系

■ユーザーニーズに合わせた料金体系の検討

観光シーズン
（登山、紅葉等）

自動運転移動サービスの実用化並びに横展開に向けた環境整備
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観光
リンゴ園 出典：地理院地図

54

加工施設（miel）

54

54

【島根県】

赤来高原

飯南町役場
赤名公民館

赤名駅

赤来観光ボタン園

Aコープ赤名店

萌美野
憩いの郷衣掛赤名保育所下市会館満福亭

つだストアー

井上治療院
美容院 銀行

吉川吉盛堂赤名酒造

薬局

郵便局

中市上自治会

福島邸

赤名小学校

赤名宿ルート約2.7km／周

リンゴ園ルート
約1.5km/周

100m 200m0

【走行ルート】
赤名宿ルート
リンゴ園ルート

・赤名宿ルート 約2.7km
・リンゴ園ルート 約1.5km

合計 約4.2km

【島根県】

広島県

道の駅「赤来高原」を拠点とした長期実証実験ルート

・赤名宿ルート約2.7km、リンゴ園ルート約1.5kmの２ルートでの運行を計画

国道での専用空間
（構造的分離）

約80m

赤名農林会館

ぼたんの郷

※ルートは一部簡略化しています 15



取り組み内容及び主な成果

○道の駅「赤来高原」を拠点とした自動運転サービス（長期実証）（2020.9.1～10.10）

使用車両
・ヤマハモータープロダクツ株式会社製
・定員 ６名
・走行速度 12km/h程度
・台数 １台

自動運転の仕組み
・埋設した電磁誘導線に沿って
自動で走行
・ステレオカメラ障害物検知

■自動運転車両

■実験概要

運行ルート 「赤名宿」ルート（約2.7km）
「リンゴ園」ルート（約1.5km）

ポイント 国道54号での自動運転車両の走行空間の確保
日常生活の移動手段の確保と観光振興としての活用
生活バスとの乗り継ぎ（バス結節点：赤名駅）
多様な料金体系の検証

運行スケジュール 赤名宿ルート：予約制平日9便、休日4便
リンゴ園ルート：予約制休日2便

料金 回数券や割安な１月定期券といった
多様な料金体系を設定

■運行ルート図

約2.7km

約1.5km

集落の主な施設

道の駅から赤名地区の集落連坦地を
走行するルート

道の駅から観光リンゴ園間を走行するルート

自動運転移動サービスの実用化並びに横展開に向けた環境整備
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取り組み内容及び主な成果

○赤来高原（長期実証）：走行空間確保の取組

赤名宿ルート上の国道５４号路肩部（赤名駅バス停～道の駅間の約８０ｍ）において、自動運転車両の専用空間を確保。
柵と手動ゲートを設置し、車道と専用空間を物理的に分離。

道の駅駐車場内に設置した、自動運転車両の
走行ルートを示すライン

専用空間を走行中の自動運転車両と、並走する
一般車両

このほか、法定外路面標示（文字、ピクト）を町道に設置

自動運転移動サービスの実用化並びに横展開に向けた環境整備
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実証実験における課題と今後の検証内容

短期間の実験を通じた課題（平成２９年度） 長期間の実験を通して検証（平成３０年度～）

走行空間の確保

<自動走行に支障のある事例>

走行路上の歩行者 一般車両による追い越し・滞留

沿道の植栽を検知 積雪による幅員の減少

走行技術・運行管理

<気象条件や地形によっては障害物の検知や自己位置の特定ができない>

降雪をレーダーで検知

○専用・優先の走行区間の確保、位置づけの明確化

簡易信号の設置

⇒自動運転に対応した道路空間の確保のための基準

⇒車両や地域特性に応じた管理水準のあり方検討

○ 路車連携技術や施設の
位置づけの明確化

○ 提供するサービスに応じた
車両機能の改善

○ 運行管理システムの構築

○ コストや将来需要を踏まえた採算性の具体的検証

○ 事業運営主体の構築 （ボランティアの活用含む）

○ 地方自治体の導入支援 （導入ガイドライン策定等）

山間部でのGPS受信精度の低下

路面標示の設置

路車連携技術による円滑な走行

ビジネスモデルの構築

・貨客混載や福祉サービス・観光など地域の
多様な取組みと連携した実験を実施

○道路利用者や地域への周知、理解の醸成
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３．道路空間の検討について
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実験で得られた課題を解決するための動き

○高齢者等の生活の足の確保に寄与する自動運転サービスを全国に普及促進させるため、自動運転に対応

した道路空間の基準等を整備するとともに、社会実装に向けた自治体等の取り組みを支援。

対象
道路

ユ-ス
ケ-ス

主な検討内容

高

速

道

路

ト
ラ
ッ
ク
隊
列
走
行

＜走行空間＞

○トラックの隊列走行空間の構造や管理についての仕様・基準

＜必要な安全対策＞

○ランプメータリング等の合流制御方法

＜隊列の形成・解除拠点＞

○専用の走行空間に直結する物流拠点の整備手法

自
家
用
車

＜走行空間＞

○自動走行に対応した道路空間の構造や管理についての

仕様・基準

＜インフラからの走行支援＞

○自己位置特定の支援方法

・位置情報の提供方法

・高精度３次元地図の基準点整備

一

般

道

路

中
山
間
地
域
な
ど

輸
送
サ
ー
ビ
ス

＜走行空間＞

○自動走行に対応した道路空間の構造や管理についての

仕様・基準

＜必要な安全対策＞

○交差部における情報提供方法、地域におけるルール

＜インフラからの走行支援＞

○電磁誘導線、磁気マーカ等による支援方法

電磁誘導線

高精度３次元地図

【自動運転車の普及促進に向けた道路空間のあり方について検討】

道の駅等を拠点とした自動運転サービス
の実証実験について、長期間（1～2ヶ月程
度）の実験を引き続き実施、準備の整った
箇所から順次、社会実装を実現

自動運転車のための専用の空間、道路に
敷設する電磁誘導線など、自動運転に対応
した道路空間の基準等を整備

自動運転サービスの社会実装に向けた
自治体等の計画策定、実証実験の実施
等を内閣府の未来技術等社会実装事業
等と連携して支援
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〇令和元年7月より「自動運転に対応した道路空間に関する検討会」議論着手
〇同年11月、2025年までの政府目標達成に必要となる「今後の方針」に係る提言として「中間とりまとめ」を公表

［

中
間
と
り
ま
と
め
（
概
要
）
］

自動運転に対応した道路空間に関する検討会
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電磁誘導線による
路車連携型支援

磁気マーカーによるバス停等に

おける正着制御のためのインフラ
からの支援

○自己位置特定のためのインフラからの支援

○自動運転に対応した走行空間の確保

自動運転車が走行することを
明示する路面標示の図柄の統一

地域のニーズを踏まえ、専用空
間に他車線からの進入を防ぐ
分離施設等の構造

・一般車両との錯綜等の安全性の確保から専用の走行空間の確保

○商業化普及時における専用の走行空間の確保

○ＧＰＳ測位精度低下対策のための支援

・自己位置特定のための位置標識及び位
置情報を取得できるシステム

・トンネル、高架下等GPS測位精度低下時
における磁気マーカーの整備等

○物流拠点の整備

・隊列形成・分離スペースを備えた物流拠点等の整備

▲位置情報補正標識（ドイツ）

▲後続車無人隊列の普及時のイメージ

○合流支援施設の整備

・専用の空間が確保されるまで、合流部における合流支援シス
テムやランプメータリング等の技術的制度的検証

▲後続車無人隊列の商業化までのイメージ

ひたちBRTの事例（茨城県日立市）

後続車有人隊列走行システムの商業化 ２０２１年度まで

後続車無人隊列走行システムの商業化 ２０２２年度以降

限定地域での無人自動運転サービス（レベル４） ２０２０年まで

〃 （対象地域や範囲等の拡大） ２０２５年目途

政
府
目
標

一般道路の限定地域 高速道路の隊列走行

自動運転に対応した道路空間に関する検討会「中間とりまとめ（概要）」
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歩行者利便増進道路（イメージ）

令和２年５月２０日成立
令和２年５月２７日公布

○ 大型車による物流需要の増大に伴い、特殊車両※ の通行許可手続の長期化など事業者負担が増大し、生産性が低下
※ 車両の重量等が一定限度を超過する車両

○ 主要駅周辺にバス停留所等が分散し、安全かつ円滑な交通の確保に支障
○ バイパスの整備等により自動車交通量が減少する道路が生じる一方、コンパクトシティの進展等により歩行者交通量が増加する道路も生じており、

歩行者を中心とした道路空間の構築が必要
○ 2020年を目途としたレベル３以上の自動運転の実用化に向け、車両だけでなくインフラとしての

道路からも積極的に支援する必要
○ 災害発生時における道路の迅速な災害復旧等が必要

背景・必要性

安全かつ円滑な道路交通の確保と
道路の効果的な利用を推進する必要

○ 交通混雑の緩和や物流の円滑化のため、バス、タクシー、トラック等の事業者専用の停留施設を
道路附属物として位置付け（特定車両停留施設）

◆ 施設の運営については コンセッション（公共施設等運営権）制度の活用を可能とする

・ 運営権者（民間事業者）は、利用料金を収受することが可能 ・ 協議の成立をもって占用許可とみなす

2．民間と連携した新たな交通結節点づくりの推進 【道路法、道路特措法】

特定車両停留施設（イメージ）

○ 賑わいのある道路空間を構築するための道路の指定制度を創設 （歩行者利便増進道路）
◆ 指定道路では、歩行者が安心・快適に通行・滞留できる空間を整備（新たな道路構造基準を適用）
◆ 指定道路の特別な区域内では、 ・ 購買施設や広告塔等の占用の基準を緩和 ・ 公募占用制度により最長20年の占用が可能

◆ 無電柱化に対する国と地方公共団体による無利子貸付け

3．地域を豊かにする歩行者中心の道路空間の構築 【道路法、財特法】

ウェブ上に表示される複数の通行可能経路（イメージ）

○ デジタル化の推進により、登録を受けた特殊車両※が即時に通行できる制度を創設 ※車両の重量等が一定限度を超過する車両

◆ 事業者は、あらかじめ、特殊車両を国土交通大臣に登録 ◆ 事業者は、発着地・貨物重量を入力してウェブ上で通行可能経路を確認

◆ 国土交通大臣は、ＥＴＣ2.0を通じて実際に通行した経路等を把握

◆ 国土交通大臣は、登録等の事務を一定の要件を満たす法人に行わせることができる

1．物流生産性の向上のための特殊車両の新たな通行制度の創設

○ 国土交通大臣が地方管理道路の道路啓開・災害復旧を代行できる制度を拡充

5．国による地方管理道路の災害復旧等を代行できる制度の拡充 【道路法】

自動運行補助施設（イメージ）

1．物流生産性の向上のための特殊車両の新たな通行制度の創設 【道路法、道路特措法】

（過積載等の法令違反も依然として散見）

法律の概要

○ 自動運転車の運行を補助する施設（磁気マーカー等）を道路附属物として位置付け（民間事業者の場合は占用物件とする）

◆ 磁気マーカー等の整備に対する国と地方公共団体による無利子貸付け

4．自動運転を補助する施設の道路空間への整備 【道路法、道路特措法、財特法】

道路法等の一部を改正する法律
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▲位置情報表示施設による自己位置補正の補助

※垂直画角60度前後

▲車両センサーの届かない箇所における道路状況把握の補助

▲電磁誘導線による自車位置特定による運行の補助

電磁誘導線

▲磁気マーカーによる自車位置特定による運行の補助

磁気マーカー

ドイツの例

法面等

※水平画角120度前後

＜自動運行補助施設のイメージ＞

○ 第２０１回通常国会の審議を経て、道路法等を改正し（R2.5.27公布）、”自動運転車の運行
を補助する施設（磁気マーカー等）を道路附属物に「自動運行補助施設」として位置づけ

※民間事業者等の場合は占用物件とする

自動運転導入に対応する法改正について
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４．高速道路における取り組み
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新しい物流システムに対応した高速道路インフラの活用イメージ
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新東名・新名神における新しい物流システムに対応したインフラのイメージ
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トラック隊列走行の実現に向けた取り組み

○ 令和２年度の高速道路（新東名）における後続車無人隊列走行システムの技術的実現（政府目標）に向け、既
存のＳＡ・ＰＡの拡幅などを実施するとともに、合流制御方法の技術的検討やＧＰＳ精度の低下対策など、
新たな実証実験を実施。

隊列走行
合流注意

ランプメータリング等
の技術検討

注意喚起ＬＥＤ板 位置情報の提供
（ＧＰＳ測位精度の低下対策（トンネル等））

連結・解除スぺースの確保
■令和２年度の実施内容

区画線の維持補修

連結・解除スぺースの確保

隊列走行

■新東名における公道実証実験状況 ■これまでの実証実験における課題

大型車（バス）が合流しようとしたとこ
ろ隊列トラックが本線側から接近し、
合流できず停車

［大型車の合流阻害］ ［ＧＰＳ測位精度の低下］

ネット（ゴルフボールよけ）により測位
精度が低下
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高速道路の合流部等での情報提供による自動運転の支援

○インターチェンジ合流部の自動運転に必要となる合流先の車線の交通状況の情報提供など、

自動運転の実現を支援する道路側からの情報提供の仕組みについて共同研究を実施中

【実施期間】 平成３０年 １月～令和３年度内

【共同研究者】 自動車メーカー４社 （トヨタ、日産、ホンダ、ベンツ）、
電機メーカ13社、地図会社1社 、関係財団法人5者、高速道路会社 6社

自動運転に問題が生じるケースの例

ケース 課題

合流部

インターチェンジで合流する際
に、本線上の交通状況がわから
ないため、安全で円滑な合流が
できない。

事故
車両等

事故車両等を直前でしか発見
できず、自動で車線変更する余
裕がない。

＜自動運転車への情報提供のイメージ（合流部の例）＞

加速車線長が短いことなどにより本線への進入の速度やタイミン
グの調整が難しく合流が困難

情報提供用アンテナ
本線の交通状況の情報
を道路側から情報提供

自動運転車
本線への進入の速度や
タイミングを自動で調整
し、安全に合流 本線交通状況把握
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路側無線装置 カメラ④カメラ①②③

機器設置用
屋外盤

ハードノーズ部

センサ②
（合流起点の速度検知）

センサ③
（合流車線渋滞有無検知）

センサ①

（本線車両の速度・車
長・車間の検知）

ETC料金所

2020年3月、首都高速道路 空港西ICにおいて合流支援システム（DAY1）の実証実験
を開始（SIPによる東京臨海部実証実験の一環）

合流支援システムの実証実験【SIP】
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先読み情報提供（イメージ）

路線変更

車線変更

スピード落とせ

協調ITS先読み
情報提供

情報収集

路側機

・車両単独では検知できない前方状況を、先読み情報としてドライバ・車両

に提供することで、事前の経路変更や車線変更が可能となる。

携帯電話網

CCTV
カメラ

路側機路側機 携帯電話網

落下物

路面凍結
事故車
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車線レベル道路交通情報の提供

車線レベル道路交通情報は、車載センサでは検知できない前方の状況を把握し、あらかじめ車線
変更を行う等により、安全かつ円滑な走行を実現する上で必要な情報。
車線レベル道路交通情報の生成にあたっては、交通状況を面的に把握可能な車両プローブ情報
の活用が有効であり、さらに道路・交通管理者の情報等を組合せ、高度化を図ることが期待される。

ニーズへの
対応

渋滞末尾等で先行車が急減速した場合には自車も急減速
せざるを得ず、円滑な車線変更もできない危険性あり

自律走行では車載センサで検知可能な
前方の限られた情報に基づき走行

自動運転車

車両側のニーズ
• どの車線を走行すべきか？
• どのタイミングで車線変更すべきか？
→上記を判断する上で車線レベル道路
交通情報が必要

車線規制

情報あり

情報なし

事前に前方の車線レベルの情報を得ることで
余裕を持った車線変更などが可能 各種情報源を組合せ効果的に情報生成

○車両プローブ情報
面的かつ位置を精緻に把握可能

○道路・交通管理者情報
車両からは得られない事象原因等の情報が
把握可能

○その他（緊急通報情報等）
緊急性の高い情報を即時的に把握可能
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